















































































































































































































ホテル、旅行 132 3，235 2，020 62．4
ビル、住宅 l04 3，424 1，607 46．9



































































全分野 na 0．4 O．7 O．8 na
製造業 O．4 4．O 9．3 na na
輸出 na 8．1 21．223．230．O






A B C D C／B A／D
日本 2，127 9．396 4，418 59 47．0 36．1
台湾 1，625 4，300 1，805 88 42．0 18．5
韓国 1，419 6，O15 3，618 93 60．1 15．3
シンガポール 1，366 4，307 701 17 16．3 80．4
香港 655 2，061 1，510 l09 73．3 6．O
トップ5計 7，19226，07912，052 366 46．2 19．7
FD1全体 9，77933，90213，228 434 39．O 22．5





































































































1飲食 70，854 （28．9） 40，0　　32．927．1
2繊維タバコ 5，136 （2．1〕 97－8　　0．81．5
3繊維 13，224 （5．4） 46，0　　14．739．3
4アパレル 11，704 （4．8〕 46，0　　19．934．1
5皮製晶 14，211 （5．8） 17，0　　17．965－0
6木材 4，224 （1．7） 37，7　　41．321．O
7製紙 5，720 （2．3） 41，7　　40．717．6
8印刷・出版 4，067 （1．7） 92．7　　5．71．6
9製油 1，158 （0．5） 0，0　　23．376．7
10化学 18，596 （7．6） 48，8　　12．039．2
11ゴム・プラスチック 9，468 （3．9） 27，2　　36．536．2
12非金属 18，710 （7．6） 56，7　　13．629．7
13鉄鋼 8，459 （3．5） 33，7　　14．751．6
14金属製品 7，475 （3．1） 21，4　　33．545．2
15機械設備 4，315 （1．8） 36，9　　12．150．9
16事務具 8，504 （3．5） O．0　　0．2 99．8
17電気・電子 7，085 （2．9） 30，6　　12．956－5
18ラジオ・テレビ 7，394 （3．O） 18．7　　2．978．4
19医療晶 1，049 （0．4〕 9，4　　17．573．O
20車、バイク 5，379 （2．2） 14．8　　4．980．3
21輸送機 13，838 （5．6） 21．8　　9．468．8
22家具 4，424 （1．8） 8，4　　39．752．O
























































































工程 全体 国有 非国有 外資系
紡績 99 42 17 40
織布 124 43 24 57
ニツテイング 54 26 9 19
アパレル 659 139 299 221
その他 150 60 65 25





台湾 60 152，44099，996 140168120，59618，477
シンガポー，レ 8 86，263 49，510 111，03227，808 3，131
韓国 46 75，561 34，317 43，468 39，366 14212
香港 28 63，353 39，446 876758337412，915






台湾 65．6 2，541 86．0 5
シンガポール 51．4 12，033 25．0 16
韓国 45．4 1，643 90．6 2
香港 62．3 2，263 95．1 3
日本 74．3 1，831 94．4 6
トツプ5計 59．4 2，591 73．7 5
その他及び国籍不明＃ 43．0 2，038 82．2 6


















































供給先 国内調達 輸入 輸入チャネル産業 国内 輸入 企業内 その他 企業内 その他 直接 委託
繊維 45 55 15 85 70 70 57 43
国有企業 48 52 13 87 77 77 58 42
非国有企業 57 43 12 88 9 91 34 66
FD1企業 24 76 25 75 41 41 97 13
アパレル 48 52 5 95 16 84 58 42
国有企業 47 53 13 87 11 89 65 35
非国有企業 54 46 1 99 3 97 48 52





























1990 2770 na na O na
1991 2，806 36 na o na
1992 2，846 40 na 0 na
1993 2，901 55 na na na
1994 3275 374 na na na
1995 3，678 403 na na na
1996 4，209 531 na na na
1997 4，827 618 na na na
1998 5，206 379 na na n目
1999 5，549 343 343 212 555
2000 6，387 838 1，334 2951，629
2001 8，359 1，972 1，884 2852，169































199860 16 na 44（12） 16 5
199990 16 42 51く17） 19 5
2000160 10 54 51（29〕 28 8
2001170 8 60 53（44〕 31 10
2002390 43 63 66（52） 32 11
2003450 37 49 7C（71） 42 13
注）　（）にある数字はFDI申請時の登録の比率。
資料）筆者独白の調査データから作成。
の点も含めて、二輸車部品産業の実態、組立外資系企業と部品供給国内企業との関係を考
察してみよう。
　2002年末現在、部品メーカーが110社で、組立メーカー52社（うち7社が外資系企業）
に供給している。全体に関する体系的情報・資料が不足であるため、以下は業界最大手で
あるホンダの事例を考察することにしよう。ユ。〕
　表10が示しているようにホンダの現地調達率ははじめから高く、しかも急速に上昇し
てきた。現地調達率が投資認可時の登録による計画よりも高かったことも特徴的である。
二輪車産業に適用された規制によると、外資系企業は操業開始年に使用部品などの原材
料・中問財の少なくとも10％に相当する現地調達が義務付けられる。そして6年目にこの
現地調達率が少なくとも60％に引上げられなければならないのである。ホンダの実績が
それらをかなり超えた理由は何か。
　ホンダの積極的現地化政策はベトナムでの二輪車生産拡大の可能性（市場全体の拡大と
白社のシェア拡大）を予想し、それに合わせて部品供給体制を整備したためである。ホン
ダベトナムの生産は2001年に生産能力が40万台であったが、中国製の二輸車の強い攻勢
に晒されて17万台しか生産を実現できなかった。上述のように、ホンダは対抗として
2002年に新しい戦略で低価格二輪車の生産に転換し、生産量を倍以上に、市場シェアも
10％前後から一気に40％台まで拡大した（表10）。この背景でホンダが2002年から生産
能力を60万台まで拡大する計画を決定した（しかし、上述のような政策変更で生産が
2002年に39万台に止まった）。ホンダの積極的現地調達は生産拡大の可能性を背景にした
のである。
　しかし、急速に進展したにも拘わらずホンダの部品の現地化は現地企業とのリンケージ
10）ホンダベトナムは、日本のホンダの出資42％、アジアホンダ28％とベトナム国有企業VEAM30％
　の合弁会社として1996年3月に認可され、97年に操業を開始した。
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が極めて弱いことを示している。現地調達は3つのルートがあり、ホンダの工場内部品生
産（A）、他の外資系企業からの供給（B）と現地企業からの供給（C）であるが、ホンダ
はほとんどAとBルートに依存している。Aはエンジンなど技術集約的部品が中心であ
る。2002年にホンダベトナムの工場内に6つの生産ラインがあり、必要なエンジンの
30％を供給している（残る70％は日本などからの輸入）。Bルートは2003年に外資系企業
29社が形成されている。われわれが関心をもっているCルートについては2003年末現在、
現地企業13社しかホンダヘの部品供給に参加していない。筆者のフィールド調査結果に
よると、ホンダが国有企業を中心に100社以上の現地企業を審査し、技術移転を実現すれ
ば品質が良い部品を供給できる潜在的競争力のある企業を抽出した。その結果、合格・採
用になった企業数が表10の最後の欄に示されている。これによると、1998年にホンダに
部品を供給できる企業数が5社しかなかった。その後、採用された企業が増加してきた
が、2003年になっても13社しかなかったのである。この数は少なすぎるといわざるを得
ない。因みにタイでのホンダの年産能力は100万台で、ベトナムでのホンダの約2倍であ
るが、部品供給の現地企業数が100社以上に上っている。タイでのホンダ事業の歴史が長
いから単純比較できないが、ホンダと現地企業とのリンケージに関する両国の差が非常に
大きいことが示されているのである。
　要するに、繊維・アパレル産業と同様に二輪車産業においても外資系企業と現地企業と
の垂直的リンケージが極めて弱く、FDIから現地経済への波及効果が限られていると言え
る。国有企業が全体として非効率で、裾野産業も未発達であるためである。もう1つの理
由は、そのようなリンケージを間接的に阻害する政策的・行政的要因がある。特に輸出志
向的外資系企業の場合で、その活動に多大な影響を与える典型的な例は付加価値税の運用
である。輸出企業は原則として現地で購入する郡品・原材料を免税されるが、実際に購入
する際、付加価値税を納めなければならなく、後にそれらの部品・原材料を加工して輸出
するなら税金を還元することになっている。しかし、実際問題として還付手続きが複雑で
あるし、時間がかかりすぎるので、外資系企業が現地調達ではなく、輸入に頼る傾向が強
い。
VI．結語：ベトナム事例の特徴と含意
　途上国への直接投資・技術移転に関して多国籍企業が現地政府の政策による各種の誘因
（incentives）を受けると同時に多くの規制（regu－ations）・成果の要求（performance
requirements）を受けなければならなかった。しかし、1980年代以降の直接投資の導入競
争の時代、90年代後半以降のWT0の時代に入ってから多くの途上国が規制・成果要求を
撤廃または大幅に緩和するようになっていた。
移行経済への技術移転 呂7
　ところで、移行過程にあるベトナムの場合、多国籍企業に対する歓迎と警戒という一種
の両面価値的な（ambiva1ent）感情・態度が強かったため、外資系企業の活動に関する規
制緩和などの環境改善が遅れたほか、市場経済への理解不足による政策運営の」貫性の欠
如、非効率な国有企業の存在、民間企業の未熟性、市場の低発達による取引コストの増加
などが特徴的である。このような背景で、多国籍企業の合弁相手はほとんど企業家精神が
乏しい国有企業であるし、新規直接投資が外資完全所有を選択する傾向が強く、既存の合
弁会社も外資完全所有への転換を図る傾向が強い。このため、経営ノウハウなどのソフト
技術の移転が限られているし、現地企業への垂直連関（vertical　linkages）効果、スピル・
オバー効果が弱い。全体としてベトナムでの外資系企業は国民経済の中の飛び地
（enClaVe）になる性格が強い。
　ベトナムは、直接投資を通じる技術移転を効果的に促進するために、国有企業の効率化
のための本格的改革、民間企業の発展を推進していかなければならない。また、政策当局
が市場経済への理解の努力をし、政策環境の安定性・一貫性・長期性を保つと共に、税制
の運用などの面において政策的透明性、行政的効率性を高めて、市場の取引コストを低減
すれば、外資系企業と現地企業とのリンケージが強まり、多国籍企業のハード及びソフト
技術が国民経済全体に波及していくのであろう。
　市場経済へ移行する国は、移行前の社会主義経済・計画経済の形成の歴史的背景によっ
て様々な特徴を持っているだろう。しかし、その背景の違いによる程度の差があっても、
イデオロギーに基づく多国籍企業への警戒、市場機構への理解不足、非効率な国有企業の
存在、企業家精神の欠如などが移行経済の共通点であろう。これらの特徴が多国籍企業か
らの技術移転にどう影響するか、その影響をどう克服すべきか、といった問題に関してベ
トナムの経験が1つの示唆になると思う。
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